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研究要旨 

 本邦各地において「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築に向けての取り

組みが進められている。本システムを持続可能（sustainable）なものとするには、早期相

談・介入を当初から組み入れる必要がある。早期段階での対応により精神疾患の発症予防

や軽症化が期待され、また罹患した際においても早期の社会参加や社会復帰が可能となる。

このような、システムにおける「入口と出口」への対応により、システムの運用を機能的

にも保健医療福祉財政的にも、より現実的かつ理想的なものとすることができる。早期相

談・介入の社会実装においては、都市への人口や機能の集中、地方の人口や産業の減少、

少子高齢化、増加する在留外国人、経済的格差などの、「地域差・地域特性」を考慮した

提案が不可欠である。本研究の目的は、同地域包括ケアシステムの理念のもとで、わが国

の保健医療体制および行政システムの中で実施可能な、メンタルヘルスや精神疾患の早期

相談・支援の仕組みを提案することである。本研究をMEICIS（メイシス、Mental health

 and Early Intervention in the Community-based Integrated care System）と名付け

研究・実践を行ってきた。本邦の地域特性の典型と考えられる４か所のモデル地域（京浜

地区、東京都足立区、秋田県、埼玉県所沢市）を設定し、その特性を踏まえた具体的な早

期相談・支援の体制の在り方を検討し、社会実装の可能性が高く政策提言につながる取り

組みを実践した。また、コロナ禍において、ICT（情報通信技術、Information and Com

munication Technology）を利用した取り組みを一層推し進めた。「精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム」が、地域において有用で住民の理解・支持を得た機能と仕組みに

なるためには、各地域の特性を十分に考慮した早期相談・支援体制を実装することが不可

欠であると考えられる。 

 

研究・実践１．地域特性を考慮した早期相

談・介入モデルの構築 

 

1. A. 研究目的 

 研究目的は、「精神障害にも対応した地

域包括ケアシステム」のもとで、わが国の

保健医療体制および行政システムを踏まえ

実施可能な、メンタルヘルスや精神疾患の

早期段階からの相談・支援の仕組みを提

案・検証することである。 

地域包括ケアシステムにおいては、それ

ぞれの地域特性を十分に考慮する必要があ

る。本研究においては、本邦の典型を示す

複数のモデル地域を設定し、地域を問わず

利用できる手法とともに、地域特性を踏ま

えた具体的な早期相談・支援の体制を提案

し実施する。 

（ⅰ）精神障害に対応した地域包括ケアシ

ステム 

 精神疾患の社会的損失が世界的に強調さ

れる中、本邦でも5疾病5事業として精神科

医療連携体制の構築が求められ、医療、障

害福祉、介護保険事業の3計画が連動し、重

層的な連携による「精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム」の構築が進められ

ている。本システムを持続可能（sustaina
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ble）なものとするには、早期相談・支援を

当初から組み入れる必要がある。すなわち、

精神保健医療的な問題の早期段階での対応

により、メンタルヘルスの維持や精神疾患

の発症予防・軽症化が期待され、また罹患

した際においても、早期の社会参加や社会

復帰が可能となる（Kessler et al., 2005; 

根本ら, 2016; 根本ら, 2020）。このよう

な、システムにおける「入口と出口」への

対応により、システムの運用を機能的にも

保健医療福祉財政的にも、より現実的かつ

理想的なものとすることができる（図１）。 

 

 

図１ 「精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステム」への早期相談・支援の導入 

 

（ⅱ）早期相談・支援の社会実装 

 わが国の精神保健医療福祉施策は、入院

から地域ケア中心型への移行を推進してい

るが（Kida et al., 2020; 根本, 2020; Ne

moto et al., 2014）、サービスを地域で支

えていくには、上述のように、精神障害の

顕在発症もしくは重症化を防ぎ、高水準で

の社会包括を可能にする、早期介入の概念

を取り入れ実施する必要がある。その重要

性は世界的に広く認識され、研究から臨床

実践段階に移行している。世界各国で薬

物・心理的治療技法に関するガイドライン

が作成され、わが国においても「早期精神

病ガイダンス（日本精神保健・予防学会, 2

017）」が発表されている。一方で、サービ

スの提供体制については、保健医療福祉供

給の違いや精神障害に対する差別・偏見、

および文化・社会的背景の差異を考慮した、

わが国で実施可能なシステムの確立が求め

られている。 

 

（ⅲ）地域特性に対応した早期介入のシス

テム 

 早期相談・介入の社会実装においては、

都市への人口・機能の集中、地方の人口・

産業の減少、少子高齢化、増加する在留外

国人、経済的格差などの、「地域差・地域

特性」の考慮が不可欠である。これらを反

映するモデル地域を設定し、実践の中から

課題を抽出し対応策を検討することが欠か

せない。 

 

1. B. 研究方法 

 本研究をMEICIS（メイシス、Mental h

ealth and Early Intervention in the Co

mmunity-based Integrated care Syste

m）と名付け、研究・実践を行ってきた。

地域の特性を踏まえた早期相談・支援方法

として、令和2年度において以下を行った。 

①「ボーダーレス」な広域都市圏では、多

文化共生の推進を念頭に置き、今後も増加

が見込まれる在留外国人に関する検討・実

践を行った。加えて、構築がすでに進んで

いる「周産期メンタルヘルス」の地域ケア

モデルの支援・推進も手掛けた（京浜地区、

研究代表者 根本隆洋、研究分担者 辻野尚

久）。 

②都市人口密集地域では、メンタルヘルス

のハイリスクである若年層をターゲットと

した相談機関を、若者が利用しやすい繁華

街に設置し地域連携の拠点とした（東京都

足立区、研究分担者 田中邦明）。 

③地方過疎地域では、遠距離・交通手段の

問題などによる、関係機関同士やそこへの

当事者のアプローチの困難に対して、遠隔

通信システムを用いた機関連携や技術支援、

当事者へのサービス提供を実践した（秋田

県、研究分担者 清水徹男）。 

④都市近郊地域では、程よい対象エリアの

広さや居住人口を考慮してアウトリーチを

取り入れ、特に公認心理師の役割の検討を

踏まえて相談・支援を実践した（埼玉県所

沢市、研究分担者 藤井千代）。 
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 各モデル地域の詳細は、分担研究報告書

を参照していただきたい。なお、研究の実

施にあたっては、倫理規約に則したプライ

バシーに関する守秘義務を尊重し、匿名性

の保持に十分配慮した。 

 

1. C. 研究結果 

①広域医療圏（ボーダーレス）モデル（京

浜地区） 

京浜地区において多数および増加傾向に

ある在留外国人を対象に、早期相談・支援

について検討した。母国外に居住すること

は精神疾患の発症リスクになるが、外国人

の精神保健サービスの利用は少ない。その

ため、在留外国人に向けたメンタルヘルス

の早期相談・支援システムを構築すること

が必要である。 

令和2年度は、京浜地区主要3病院精神科

における外国人受療行動の特徴について調

査・検討し、国際誌に論文を発表した（Ta

kubo et al., BMC Psychiatry, 2020）。そ

の中で、メンタルヘルスの不調を抱える若

年の在留外国人が適切に医療機関を受診で

きていない可能性を指摘した。地域で適切

なソーシャルサポートを得られないことで、

精神障害の予防や早期発見につながりにく

くなっていると考えられる。 

また、在日ラテンアメリカ人を対象とし

たメンタルヘルス相談会を年間にわたって

実施した。京浜地区に加えて、群馬県、三

重県、岐阜県などでも、現地相談に加えて

オンラインを用いた相談会を実施した。希

望者には、その後もオンラインで月1回の心

理相談を継続している。令和元年から合計4

8件の相談があり、相談内容は気分の不調、

家族を含む人間関係、子どもの発達など多

岐に渡る。相談会を通じて、医療通訳の不

足や医療機関における医療通訳の認知度の

低さ、在留者コミュニティ内の結びつきは

強いものの地域との関わりは少なく相談先

も周知されていないことなどが明らかとな

った。 

加えて、神奈川県鶴見区における周産期

メンタルヘルスの地域ケアモデルに関連し

た実践や検討も行った。 

これらの活動や調査結果は、日本精神神

経学会学術総会、日本社会精神医学会大会

などでも報告した。 

 

②大都市対面型モデル（東京都足立区） 

令和元年 7 月、若年者に向けた早期相

談・支援窓口として「ワンストップ相談セ

ンター SODA 」（ SODA: Support with 

One-stop care on Demand for Adolescents 

and young adults in Adachi）を足立区内に

開設した。メンタルヘルス不調への多職種

専門チームによる、(1)「生物・心理・社会

モデル」に基づく包括アセスメント、(2)臨

床型ケースマネジメント、がその機能であ

る。また、ウェブサイトの運営に加えて、

遠 隔 相 談 シ ス テ ム や SNS （ Social 

Networking Service）を用いた相談や支援

も行っている。 

精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムにおけるその有用性について検討する

ため、令和 2 年 11 月に東京足立病院の協力

を得て北千住駅前に移転し、実証的取り組

みを行いながらサービスモデルの更なる具

体的構築を進めている。令和元年 7 月 1 日

〜令和 3 年 1 月 31 日までの間で、相談件数

は 461 件、延べ支援対応回数は 4578 回で

あった。これらの内容を集計解析し、論文

発表、学会発表、テレビ番組取材などを通

じて、成果の報告や普及啓発を行った。 

 

③地方過疎地 ICT モデル（秋田県） 

秋田県は広大な山地と全国最大の人口減

少率で知られ、若年人口の流出も多く、ま

た全県が豪雪地帯に指定され、全国に先駆

けた深刻な地方過疎問題に直面している。

精神保健福祉窓口についても、公認心理師

や精神保健福祉士がほとんど不在である中、

保健師がその任に当たり、且つ相談業務は

自殺、引きこもり、依存症など多様化し、

対応が困難になりつつあり、相談業務の展

開における地域差も大きくなってきている。

従来型のサービス提供が今後さらに困難に

なる。その対応策として、本研究において

ICT を用いた双方向性相談システム AMIN

（ Akita Mental-health ICT Network ）

（図 2）を構築した。特に、本地域でのニ

ーズが高い「依存症対策」と「ひきこもり

対策」に重点を置き実施している。 

令和 2 年度においては、依存症対策とし

て地域の相談機関等への技術支援を行い、
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(1) 秋田県版依存症回復支援プログラム

（ASAT-A、本研究にて作成）、及び秋田県

版アルコール依存症支援者向けガイドブッ

クの普及啓発（県南、県北、中央地区にて

３回実施）、(2) 依存症出張事例検討会の開

催（県内 4 保健所で開催）、(3) 保健所職員

技術習得の場としての県精神保健福祉セン

ター事業の活用、などを行った。ICT シス

テムは、上記ワークショップ開催に向けた

打合せ、保健所への技術支援、アルコール

依存症支援者ガイドブックの検証、などに

有用であった。 

ひきこもり対策においては、コロナ渦に

よるグループ活動・個別面接の実施が一部

困難となったことから、同意が得られた者

に対して ICTを活用した支援を実施した（1. 

青年グループ：月 1 回開催中、Web 活用は

5 月実施、2. SST グループ：月 1 回開催中、

Web開催も実施、3. 個別面接：対象者1名、

面接時間は概ね 40～60 分程度）。また、ICT

活用による技術支援として、事例検討会の

開催、保健所職員技術習得の場としての「ひ

きこもり相談支援センター」の活用、を実

施した。 

地域の支援者を支援する機材を開発しそ

の普及を図るとともに、地域保健所におけ

る事例検討を重ねることで、県精神保健福

祉センターと保健所等との連携の気運が高

まった。その連携に当たっては ICT が極め

て有用であった。 

 

 
図 2 ICT を活用したシステム（AMIN） 

 

④都市近郊アウトリーチモデル（埼玉県所

沢市） 

所沢市におけるアウトリーチ支援チーム

に非常勤心理職（常勤換算 0.8 名）を配置

し、自治体の訪問を主体とした相談支援に

おける心理職のサービス提供状況について

業務分析を行った。業務内容は「電話相談

（オンライン相談を含む）」「来所相談」

「訪問支援」に大別され、1 日あたりの実

施回数は平均それぞれ 3.4 回、0.4 回、1.0

回であった。他職種と比較して若年者、未

治療者の利用が多く、相談 1 回あたりの所

要時間が長い傾向が認められた。令和 2 年

10 月までに継続的にアウトリーチ支援を

利用した者 113 名を対象として、基本属性、

居住形態、診断、身体合併症、手帳、年金、

これまでの受診歴、登録理由、相談経路、

登録時の他のサービスの利用状況、サービ

ス利用後の転帰など、アウトリーチ支援の

状況に関する調査を開始した。本調査の結

果により、今後の支援や適切な利用者の同

定に活かすことができるとともに、他の自

治体がアウトリーチ支援を実施する際の基

礎資料となると考えられる。 

 

1. D. 考察 

①広域医療圏（ボーダーレス）モデル 
今後、心理相談会とニーズ調査を継続し、

在留外国人のメンタルヘルスを地域で支え
る仕組みづくりを行っていく。あわせて、
自治体や各地多文化共生センターなどと連
携して、地域住民や医療機関に向けた公開
講座や医療通訳システムの紹介などを予定
している。 
在留外国人とその家族の増加により「外

国につながる子ども」が増加している。文
部科学省の調査では、日本語指導を要する
子どもは 5 万人を超え、2 万人の子どもが
不就学の可能性があることが明らかとなっ
ている。令和 3 年度は「外国につながる子
ども」における背景属性や援助希求行動な
どの調査も行い、メンタルヘルスの不調の
予防や、彼らに必要な情報やサポートを明
らかにする。また、在留外国人の多い地域
の日本人学生における多文化共生に対する
意識調査を行い、在留外国人にも対応した
地域包括ケアシステムの構築に向けた知見
を得る。 
本実践については、ブラジル大使館およ

び総領事館などからの協力も得られ、相談
会開催などについて同機関からコミュニテ
ィへの周知も行われ、全国各地で支援を展
開するネットワークづくりにも貢献してい
る。 
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②大都市対面型モデル 

今後も取り組みを進めながら、大都市部

における若年者に向けた早期相談・支援窓

口サービスの在り方、および包括アセスメ

ントと臨床型ケースマネジメントの実際と

ノウハウに関して、取りまとめて文書や電

子媒体に記録し適宜発表する。さらに、早

期相談・支援窓口を地域で維持するための

継続的な経済基盤・人的資源の確保、組織

の位置づけに関する検討を行う。そのなか

で、政策および自治体施策への提言を行う。

令和 2 年度より足立区との協議を開始して

おり、令和 4 年度以降の区の施策への本活

動の反映を目指す。 

また、SODA におけるケースマネジメン

トについて、業務量・内容を数値化するこ

とに加え、支援前後の全体的機能・社会機

能の変化に関してデータ収集している。相

談当事者の主観的な改善感、利用満足感に

ついてもデータ収集中である。 

早期相談・支援の実現において重要と考

えられる「保健と医療の連続した対応」に

は、医学的な見立てや対応が必須であり、

既にある医療機関の人材資源や地域連携の

基盤を活用することが現実的である。

SODA のようなサービスを他地域で展開す

るにあたっては、人材・連携基盤を持つ地

域の民間・公的医療機関の協力を得ること

で可能となると考えられる。具体的な運用

方法に関しては、SODA で行っている早期

相談・支援のノウハウを取りまとめる。ま

た、それらを習得できるような手引きを公

開し、それを用いた研修会を開催する。ま

た、同様のサービス実施に積極的な機関に

対し、全面的な技術支援も行う。ただし、

今後の継続的な社会実装のためには、サー

ビス運営に関わる経済的基盤などの支援の

整備が必要であると考えられる。 

 
③地方過疎地 ICT モデル 

令和 3 年度の計画として、現在の実践に

加えて、模擬ミーティング（自助グループ）

の開催、ひきこもり相談支援ガイドブック

（仮）の作成を予定している。ICT を活用

しながら、支援の対象と支援のウイングを

広げる。目標は保健所保健師のみならず

様々な支援者が地域で支援を行えることで

ある。県精神保健福祉センターはそのため

に役立つツールを開発し、必要な技術援助

を行う。ICT はその実現のための大きな武

器と位置づけられる。 

秋田県モデルは、基本的には政令指定都

市以外の道府県で展開できるものと考え、

コンセプトとして精神障害にも対応した地

域包括ケアシステム（にも包括）を視野に

入れている。全国精神保健福祉センター長

会議の提言でも、市町村が「にも包括」の

主体であり、保健所は市町村の支援にあた

るとされる。さらに県精神保健福祉センタ

ーが保健所の支援にあたることで、重層的

な体制が構築される。 

「にも包括」の主な担い手は市町村だが、

その体力には大きな違いがある。市町村の

代わりに社協などの民間組織、医療機関が

様々な支援にあたっていることも多い。ま

た、支援の対象によっても担い手が異なる

のが一般的である。問題によっては市町村

に担い手が不在なこともよくみられる。引

きこもり、アルコール・薬物・ギャンブル

依存は、地域で相談の担い手が見つからな

いことが多い。 

個別の支援のためには市町村を跨ぐ様々

な社会資源の活用が必要だが、その情報を

もち、それらの連携を構築する必要がある。

市町村がその役割を担う力があるかはおぼ

つかないところがある。保健所はその圏域

の地域の状況、市町村、医療機関、社協な

どの民間団体、その他の社会資源をよく知

っている。従って、保健所が市町村の支援

に当たるのが自然だが、保健所の精神保健

担当は 2−4 人の保健師に限られていること

が一般的で、また、保健師の担当在任期間

は 3 年以内と短いのも問題で、スキルの獲

得・向上を図ることが難しい。臨床心理士

や精神科医の支援を受けられないことも課

題である。 

県センターには精神科医、臨床心理士、

保健師、精神保健福祉士（秋田では不在）

など、多職種が配置されている。全国のセ

ンターには引きこもり相談支援センターや

自殺予防のセンターなどが併設されており、

依存症など専門性の高い相談業務も担って

いる。ただし、マンパワーは少なく、県セ

ンター単独で全県をカバーすることは困難

ともいえる。 

引きこもりや依存症の問題を抱える人は
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数多いが、保健所を含め地域に相談できる

窓口がなかったり、その対応が不十分であ

ったりする。県センターへのアクセスが悪

い地域の住民は、専門性を持った県センタ

ーを利用することが非常に困難である。県

センターが開発した依存症回復支援プログ

ラムやガイドブックは、保健所保健師の

enabling を図り、保健師が依存症や引きこ

もりの相談・支援に対応する手がかりをも

たらすことを意図したものである。その普

及・啓発のためのワークショップを県内各

地の保健所で開催しており、県センターが

保健所をバックアップする体制にあること

をアピールしている。依存症ならびに引き

こもり事例について、保健所に県センター

の多職種チームが出向き、保健所保健師、

市町村担当者、社協や医療機関の担当者と

ともに、事例検討会を開催し継続している。

多職種チームの有用性をアピールするとと

もに、保健所との信頼関係を醸成している。 

各保健所に、本厚労科研事業で構築した

AMIN にアクセスするためのタブレット端

末を、高いセキュリティが約束された有料

会議システムソフトをインストールして配

布し、保健所が市町村とともに事例検討会

を開催する際に、求めに応じて県センター

の多職種スタッフが遠隔参加している。す

でに複数回の開催実績を有し、その有用性

を実感している。 

県センターが遠隔参加しない時にも、保

健所を利用して市町村やその他の支援者が

事例経験を共有することで、「にも包括」が

実現すると考えられる。県センターが遠隔

参加すれば「にも包括」のまさしく重層支

援の実践となる。 

 
④都市近郊アウトリーチモデル 

今後は、令和 2 年度実施の自治体アウト

リーチ支援の心理職の業務分析により、自

治体における心理職の訪問支援を中心とし

た相談支援のあり方の骨子をまとめる。ま

た、アウトリーチ支援利用者の分析から、

自治体によるアウトリーチ支援を必要とす

る者の特徴を抽出し、市町村がアウトリー

チ支援を実施する際のコアとなるサービス

と実施上の留意点を示し、自治体アウトリ

ーチ支援の手引きを作成する。全国精神保

健福祉相談員会の会員を対象として、手引

きの実施可能性につき調査し、調査結果を

踏まえて手引きを完成させる。 

 

1. E. 結論 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム」が、地域において有用で住民の理

解・支持を得た機能と仕組みになるために

は、各地域の特性を十分に考慮した早期相

談・支援体制を実装することが不可欠であ

ると考えられる。 

 

 

研究・実践2．早期相談・支援につながるI

CTを用いた地域資源情報検索ウェブサイ

トの作成 

 

2. A. 研究目的 

悩みや問題を抱えた人が専門的な相談窓

口に繋がるには、まず相談機関の情報を知

ることが欠かせない。悩みを抱えていると

気付きながらも相談に繋がらない場合、多

くはスティグマが関与していると考えられ

る。しかし、それ以前に「どこに相談すれ

ばいいのかわからない」「相談機関の利用

方法が分からない」という情報の不足が理

由となる場合も少なくない。相談の際には、

近隣の相談機関をネットで検索したり、あ

るいは自治体のホームページ（HP）から情

報を得たりする場合もあると想定される。

しかし、自治体のHPでは、基本的に機関名、

対応時間、電話番号という基本情報は掲載

されているが、どのような相談が可能なの

かが明示されていないことが多い。また、

自治体によっては生活面の情報は豊富であ

るものの、メンタルヘルスに関する機関の

情報が少ない場合も散見される。自治体の

HP以外の既存の相談機関の検索サービス

では、若者を対象に絞ったものや、高齢者

を対象に絞ったもの等、全ての年齢が対象

とは限らないものも見られる。その他、医

療機関や福祉サービスの検索システムであ

れば詳細な情報を得られるものが多いが、

他の領域の検索は行うことができない。一

方で、あらゆる領域にわたって検索できる

サービスは、利用の仕方によっては検索後

の相談機関数が多すぎるため、情報の取捨
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選択が困難になることが予想される。 

そこで本研究では、相談機関利用の際に

生じうる上記の情報の獲得の問題を解消す

べく、相談機関の利用方法等の基本的な情

報や、取り扱っている相談内容を示した社

会資源マップの作成に着手した。老若男女

が利用でき、対応可能な相談内容が分かり

やすく、地域に密着したあらゆる領域の相

談機関が検索できるマップの作成を目指し

た。 

 

2. B. 研究方法 

現状において、医療機関の情報検索は可

能ではあるが、利用者目線に立った表示方

法や内容は十分でない。精神医療保健福祉

に関する諸資源につき、検索、受診・相談

案内などに容易に結びつく情報検索システ

ムが必要である。 

相談機関は、まず研究の拠点である大田

区より選択した。その上で、何らかの悩み

を抱え、且つ、まだどこにも相談にかかれ

ていない人が相談できる第一選択になるよ

うな機関を選んだ。加えて、子どもから高

齢者まで、そしてあらゆる悩みに対応でき

るよう、多領域から相談機関を抜粋した。

掲載情報については、相談機関を利用しや

すくなるような情報を掲載した。具体的に

は、相談機関名、電話番号、対応時間の他

に、相談形態、対象者、相談できる内容、

アクセス等である。 

 

2. C. 研究結果 

「MEICISメンタル相談室」を開設した

（https://sodan.meicis.jp/）（図3）。本HP

は現在限定公開をしている。当該検索サー

ビスでは、研究対象地域ごとに、相談内容

の領域を合わせて検索が可能である。現在

は検索可能な地域は大田区であるが、加え

て、鶴見区における周産期メンタルヘルス

に関するものも掲載した。 

本サイトにおける相談内容の領域（大田

区）としては、「こころとからだの相談」

「子どもの相談」「虐待」「子ども（未就

学児）の発達が気になる」「子どもの非行」

「女性相談・男女平等」「配偶者からの暴

力（DV）」「犯罪被害」「人権相談」「労

働相談」「高齢者の相談」の11領域として

きた。相談内容の領域を具体例とともに示

しているため、各機関でどのような相談が

できるのかをイメージがしやすい仕様とな

っている。さらなる利便性の向上のため、

相談内容の領域の整理を適宜行っている。

具体的には、相談ニーズが高まっていると

思われる、「発達障害」や「在日外国人の

方の相談先」という領域の追加も行った。 

すでに構築された地域ケア・サポートシ

ステムを参考にするために、神奈川県鶴見

区の周産期の相談機関についても掲載した。 

また、各相談領域においては、細かな相

談ニーズに対応できるよう、領域だけでな

く主訴によって相談機関を検索できるよう、

構成を検討している。 

 

 

図3 MEICISメンタル相談室ウェブサイト

（https://sodan.meicis.jp/） 

 

2. D. 考察 

令和3年度にHPの一般公開ののち、実際

の利便性について検討する。具体的には、

サイト上の「問い合わせ」を利用し、様々

な意見や要望を募る。一般の人だけでなく

掲載機関からも、サイトの構成や掲載情報

等についてフィードバックを受けることで、

サイトの見やすさや使いやすさについて吟
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味する。また、本サイトを周知するために、

紹介リーフレットの作成も行う。リーフレ

ットの設置場所については、公共機関や関

連機関への依頼を行う。さらに、サイトの

概要と共にQRコードを掲載するなど、簡便

にサイトにアクセスできる仕組みを目指す。 

また、近年では周産期に父親のうつ病が

多いことが明らかになり、妊産婦や子ども

のみでなく父親も含めた包括的な周産期メ

ンタルヘルスの維持が必要であるとされて

いる。オンライン相談システムを活用する

ことで父親のメンタルヘルスに対する早期

相談・介入の可能性を模索し、周産期メン

タルヘルスも包含した地域連携ケアモデル

の方法や普及可能性も検討する。 

京浜地区における情報検索システムの構

築プロセスを中心に据え、システムにおけ

る相談機関情報の取得（機関の選択や許諾）

や提示方法（相談者目線に立ったユーザー

インターフェイス, UI）のノウハウをまと

め、それを今後の各地での「にも包括」や

早期相談・支援の構築に役立てる。 

 

2. E. 結論 

このようなウェブサイト作成の過程や利

用者のフィードバック情報から、早期相

談・支援を求めるユーザーの目線に立った

表示方法や有用な内容に関する情報を得る

ことができると考えられた。 
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